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はじめに 

シンガポール建国の父、リー・クアンユーは、かつて「外国人なしでは、シンガポールの成長を維

持する労働力を持つことはできない」と述べたが、その背景には、シンガポールが天然資源にほとん

ど恵まれず、人材が唯一の資源と捉えられてきた歴史的経緯と共に、近年では少子化が急速に進行し、

経済成長を維持するためには、労働人口の補完として移民を受け入れざるを得ない国情がある。2019

年のシンガポール全人口およそ 570 万人のうち、外国人は 168 万人と 29％をも占め、そのうち 83％が

就労している。このように、同国では経済成長に主眼を置き外国人人材を積極的に活用してきた。 

2002 年、通商産業省(Ministry of Trade and Industry)により、2015 年を目途とした留学生 15 万

人計画であるグローバル・スクールハウス構想が打ち出され、積極的な留学生受入れが開始された。

シンガポールの留学生政策が、教育省（Ministry of Education）でなく通商産業省により立案された

点は注目に値する。これにより、単独の独立国家となった 1965 年以来、経済成長を企図した政策を展

開してきた都市国家シンガポールが、留学生政策をも経済政策として捉えていることが示唆される。

同構想を端緒として、留学後は母国への帰国が前提とされた「一時滞在者」に過ぎなかった留学生が、

卒業後も定住し就労することにより、シンガポール経済の発展に貢献し得る「高度人材」として位置

づけられるようになった。 

筆者は、留学生政策策定においては留学生の位置づけが少なからず影響していると考えており、更
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に留学生政策の検討においては、後述する留学生受入れモデルが有用であると捉えている。そこで、

本稿では、グローバル・スクールハウス構想以降のシンガポールの留学生政策について、留学生の位

置づけならびに留学生受入れモデルの視座から論じたい。 

 

１．留学生の位置づけの変容－「一時滞在者」から「高度人材」へ 

グローバル・スクールハウス構想以前のシンガポールにおいて、明確な留学生政策が展開されたこ

とはなかったことから、当時の留学生は特段の位置づけはなされておらず、単なる「一時滞在者」と

して認識され、卒業後は母国への帰国が前提であったと推察される。だが、グローバル・スクールハ

ウス構想を契機として、留学生は経済成長に貢献する高度な専門知識を有した「高度人材」として位

置づけられることとなり、留学生の積極的な受入れが推進され、卒業後の移住が推奨されるようにな

った。  

シンガポール同様、天然資源に恵まれず人材が重要な資源であると言える日本においても、このよ

うな留学生の位置づけの変容は見出せる。戦後から「留学生 10 万人計画」達成に至るまで、留学生は

卒業後、母国へ戻ることが前提とされていた。それに付随し、日本と送り出し国との友好深化に寄与

する人材となること、あるいは、将来、親日家や知日家として日本の国益に資する役割を果たすこと

が期待され、特に途上国からの留学生受入れは送り出し国に対する国際貢献であるとも捉えられてい

た。即ち、当時の日本における留学生はグローバル・スクールハウス構想以前のシンガポール同様、

「一時滞在者」として位置づけられていたのである。しかしながら、その後の「留学生 30 万人計画」

においては、留学生を将来の「高度人材」と捉えた上で積極的な獲得をめざした。このように、日星

両国における留学生の位置づけは、「一時滞在者」から「高度人材」へと変容したという点において相

似していると言える。 

 

２．グローバル・スクールハウス構想 

 2002 年、シンガポール通商産業省は、①2015 年までに 15 万人の留学生を受入れること、②10～15

年以内に GDP に占める教育分野の割合を 1.9％から 5％へと増加させることをめざす、グローバル・ス

クールハウス構想を打ち出した。当時のシンガポールにおける留学生数は約 5 万人であったが、わず

か十数年で3倍の留学生受入れを試みる施策であった。同国にとって本格的な留学生招致の第一歩を、

教育省でなく通商産業省が主導したことからも、建国以来、経済成長を主眼に置き、様々な政策を展

開してきたシンガポールが、留学生政策をも経済政策として認識していることが示唆される。 

同構想について、Waring（2014）は、留学生誘致による短期的な経済効果をめざすものでなく、長

期的な視野に立った経済効果ならびに社会的便益を目的とした政策であるとした上で、高度人材とな

り得る優秀な留学生の受入れは、同国の永続的な労働人口不足を解消する一助となると指摘している。
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このように、従前は「一時滞在者」として位置づけられていた留学生は、国家の経済成長に寄与する

「高度人材」として捉えられるようになった。 

グローバル・スクールハウス構想以後、シンガポールにおける留学生数は、2006 年 80,000 人、2007

年 86,000 人、2008 年 97,000 人と増加し、同年ピークを迎えたが、それ以降は世界金融危機等の影響

を受け減少傾向に転じた。更に、2011年5月の総選挙において、与党である人民行動党（People's Action 

Party: PAP）が大敗したことに起因し、同年 8 月、政府は大学在籍者に占める留学生の割合を当時の

18％から 2015 年までに 15％へと減少させると発表した。その結果、シンガポールの留学生数は、2012

年 84,000 人、2014 年 75,000 人と大幅に減少した。このような政策転換の背景には何があったのか。

岩崎（2013）、田村（2016）は、総選挙における PAP 敗因の一つとして、2000 年代以降、推進されて

いた外国人移民奨励策が、シンガポール人の雇用機会を奪ったとして国民の不満が高まっていた点を

挙げている。加えて、能力主義社会のシンガポールにおいて、幼い頃から苛烈な受験戦争を強いられ

ている国民の間に、15 万人にも上る留学生招致が自国民の進学機会をも阻むのではないかとの不安感

が広がっていたとしても不思議ではない。 

これまで述べてきたように、グローバル・スクールハウス構想により、移民として積極的に受入れ

るべき「高度人材」として認識されていた留学生は、自国民の進学・雇用機会確保のため、受入れ数

を抑制すべき「高度人材」へと、その位置づけは変容したのである。 

 

３．シンガポールの留学生政策－長期的経済成長重視モデル 

 横田・白𡈽（2004）は、江淵（1997）による留学生受入れ理念のモデルを整理した上で、2000 年頃

から経済主導型の新たな留学生受入れモデルが出現したと論考した。特に、シンガポールが積極的な

留学生招致により、大学財政のみならず国家経済の活性化を期待している点、教育ハブをめざしワー

ルドクラスの大学誘致や共同プログラムの設置を推進している点などを根拠として、同国の留学生政

策が留学立国モデルであると指摘した。これらを踏まえた上で、横田・小林（2013）は、日本の「留

学生 30 万人計画」は高度人材獲得モデルであると論じた。 

ここで、留学のプル要因の一つであるコストの面でも特に、国籍や専攻を問わず広く留学生を対象

とした政府奨学制度について、留学生受入れモデルの視座から検討したい。検討に当たっては、留学

生を「高度人材」と位置づけた上で、留学生政策を推進している日本とシンガポールを比較する。 

日本の政府奨学制度としては、日本政府（文部科学省）奨学金、いわゆる国費外国人留学生制度が

あるが、同制度は、奨学金支給と共に入学料や授業料の免除も付帯している。「2020 年度日本政府（文

部科学省）奨学金留学生募集要項（研究留学生）」によれば、その目的は、「日本において研究を行う

ことを通じ、日本と自国との架け橋となり、両国ひいては世界の発展に貢献するような人材を育成す

ること」と謳われている。換言すれば、日本の国費外国人留学生制度は外交戦略モデルの理念に根ざ
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していると言える。また、複数の先行研究が指摘しているように、日本における留学生の大多数を私

費留学生が占めているにもかかわらず、奨学金制度の整備が依然不十分であることを鑑みると、「留学

生 30 万人計画」は高度人材獲得モデルであるものの、私費留学生自身の経済的負担に大幅に依存して

いる点が特徴的である。 

一方、シンガポールには、教育省主導の授業料減免制度である TGS（Tuition Grant Scheme）が整

備されている。これは留学生のみならず、シンガポール国民や永住者も対象とされている制度である。

国民は大学進学時に自動的にこの対象となるが、留学生や永住者は同省 TGS 専用ウェブサイトから申

請するシステムとなっている。多くの留学生が在籍するシンガポール国立大学（National University 

of Singapore）を例にとれば、専攻により異なるものの、日本円で年額 230 万円から 300 万円の授業

料が約 50％以上減免される。また、TGS は奨学金受給も認めていることから、TGS と奨学金を併用す

れば、留学生の経済的負担は大幅に軽減される。これは留学生にとって極めて魅力的であり、留学の

プル要因の一つとなるのではないだろうか。ただし、ここで注目すべきは、TGS を利用した留学生と

永住者は、卒業後 3 年間、シンガポールに拠点を置く企業での就労が義務づけられている点である。

Prematillake & Lim（2018）は、TGS がシンガポールの経済・社会面において、長期的な人材、知識、

技能への貢献になると指摘している。つまり、TGS は留学のプル要因の一つであると同時に、外国人

人材に依存せざるを得ないシンガポールの労働力の補完を意図した制度でもあり、高度人材獲得モデ

ルの理念に根ざしているものの、卒業後の経済効果を見据えた経済政策であるとも言える。 

シンガポールの大学では基本的に授業が英語で行われているなど、日星における留学生のプル要因

を単純に比較することはできないが、両国が留学生を「高度人材」と位置づけた上で、その獲得をめ

ざしているという点では一致している。しかしながら、シンガポールは長期的視座から、経済政策と

して TGS を整備し、「高度人材」である留学生獲得をめざしている点において、日本の留学生政策と相

違している。以上から、シンガポールの留学生政策は、長期的経済成長重視モデルであると考えられ

る。 

 

おわりに 

 シンガポールは、人的資源が経済成長の鍵を握るとして、外国人人材に大きく依存してきたが、2002

年には、15 万人の留学生受入れをめざすグローバル・スクールハウス構想が打ち出された。同構想が、

留学生招致による短期的経済効果を追求したものでなく、留学生の卒業後を見据えた長期的経済効果

を目的とする政策であった点は枢要である。これ以降、シンガポールの留学生数は増加し、2008 年に

はピークの 97,000 人にまで達したが、世界金融危機等の影響により徐々に減少した。また、2011 年

の総選挙における PAP 大敗に起因し、大学における留学生の割合を縮小させる方針へと転換したこと

も相乗効果となり、留学生数は更に減少した。グローバル・スクールハウス構想において、積極的に
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誘致すべき「高度人材」として位置づけられていた留学生は、自国民の進学・雇用機会確保のため、

受入れ数を抑制すべき「高度人材」として認識されるようになったのである。 

留学生受入れモデルの視座からシンガポールの留学生政策を考察すると、「高度人材」として留学生

を位置づけた上で、TGS のような授業料減免制度を整備し、招致している点においては、高度人材獲

得モデルであると言える。しかし、TGS が留学生の卒業後を見据えた、経済政策としての側面がある

点も看過できない。以上を踏まえると、シンガポールの留学生政策は、留学生を「高度人材」と位置

づけた上で、長期的な経済効果を企図し留学生を招致する、長期的経済成長重視モデルであると言え

る。 

今後も、シンガポールにおける留学生の位置づけの変容が予想され、それに付随し、新たな留学生

政策の展開の可能性も示唆されることから、同国の留学生政策を注視し続けたい。 
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